
1． 高まる階層格差への関心

2011年の秋、「OccupytheWallStreet」のスロー

ガンをかかげてニューヨークで始まった若者たち

の反格差社会デモは、世界の80カ国に広がった

といわれる。2008年のリーマンショックをきっ

かけとする世界的な金融恐慌によってとくに欧米

先進社会を襲った経済不況は、深刻な失業問題や

財政危機問題をもたらしたまま、いっこうに回復

の気配が見えていない。財政危機のために、授業

料を値上げしたり年金の支給水準を低下させたり

して、教育や社会保障の国庫負担を削減しようと

する政府が少なくない。そうした政策によって、

若者を中心とする多くの人びとに生活の困難がも

たらされ、将来への希望が奪われている。その一

方で、危機の元凶であるはずの金融界を中心に、

一部の経営者・管理職や上級専門職員はいちはや

く以前のような高額の報酬を享受している。ここ

には、あたかもかつてマルクス主義が描いたよう

な「われわれが貧しいのは、彼らが豊かだからだ」

という搾取的格差の構図すらもが浮かび上がって

きているのである。

長い間、階層的不平等の研究トレンドは、いわ

ばマルクス主義のイデオロギー的呪縛から脱却し

て、実証に基づいたより科学的な研究を確立する

ことをめざしてきた。1989年の東欧革命の後に

は、欧米の研究者のあいだからさえも、「階級の

死」や「無階級社会」の議論が盛んに提示される

ようになった。（盛山 1999参照）。日本では、

1970年代の末期に「中意識論争」が線香花火の

最後の輝きのように盛り上がったあとは、1980

年代の持続的な中成長の中で「ジャパン・アズ・
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この20年間くらいの間、グローバリゼーションやIT産業の進展などの社会経済変化を背景にした不平等拡大や貧
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データ収集と蓄積の整備、そして（4）multilevel分析やパネルデータ分析などの新しい統計的分析手法の浸透、など

の変化があげられる。伝統的な階層研究においても、階層移動の分析の精緻化、国際比較や趨勢分析の拡大、教育

機会格差に関するいくつかの仮説の提示と検証の試みの展開など、新しい進展が見られている。その結果、かつて

の「産業化」や「階級」のような大きな物語性は消えつつあるが、その代わりに、経済情勢や人口動態、あるいは

福祉や教育の制度・政策などが階層的不平等に及ぼす影響のしかたについての緻密な研究が盛んになりつつある。
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ナンバーワン」や「世界に冠たる日本的経営」な

どがもてはやされ、戦前から1960年くらいまで

の社会科学の中核的問題関心であった階層的不平

等への研究関心は、見る影もなく衰退してしまっ

ていた。

そうした時代から見ると、今日の事態は隔世の

感が否めない。もっとも、不平等・格差への関心

は、リーマンショックに先立って、1990年代の

半ば以降、世界の各国で徐々に高まりつつあった。

日本の場合は、1997年の東アジア金融危機のあ

との深刻なデフレ不況が大きなきっかけとなった

が、ヨーロッパではサッチャー政権登場以後のい

わゆる新自由主義的政策やグローバリゼーション

の進展の中で、とくに所得格差の拡大懸念が高まっ

ていったのである。

2． 新しい研究動向の背景をなす社会変化

伝統的な階層研究は、19世紀からの産業社会

の発展とともに起こった貧困や階級対立に関する

研究として展開されてきた。社会移動研究も、産

業化とともにはたして階級・階層構造はますます

固定化されていくのか、それとも開放化されてい

くのかという問題を基盤にして始まった。19世

紀から20世紀にかけてのほぼ200年間というもの、

社会を考察する上で「階級」概念はなくてはなら

ないものだと考えられてきた。そこには、「貧困

や対立の根源にあるのは、産業社会を構成する固

定的に持続する『階級への分化』と階級的不平等

だ」という暗黙の前提があって、社会的不平等に

ついての関心は階級・階層の枠組みで形作られて

いたのである。

しかし、しばらく前から、こうした前期近代の

枠組みは有効性を失ってきていた。それは、不平

等や差別問題が、階級ではなく、ジェンダーやエ

スニシティや障害者の問題として探求されるよう

になってきたことに端的に表れている。単なる

「産業化」や「近代化」といったラフな概念装置

や従来の階級概念では捉えきれない複雑で新しい

問題群が増大してきている1）。本稿では詳述しな

いが、「包摂と排除」という概念への注目も、そ

うした伝統的な理論枠組みの失効が背景にある。

階層的不平等研究の伝統的な問題関心や理論枠

組みの揺らぎは、いちはやく1960年代には始まっ

ている。その後のさまざまな社会的現実の変化は、

階層的不平等研究に新しい課題を投げかけてきた。

それによって、研究そのものにさまざまな新しい

展開が生まれてきて、今日に至っている。そうし

た社会変化を概観すると、次のような背景的変化

が指摘できるだろう。

（a）教育機会の全般的な拡大と高学歴化

（b）女性の雇用の増大

（c）少子高齢化の進展

（d）福祉国家化とそれによって生じた諸問題

（e）いわゆる新自由主義的な経済政策

（f）経済のグローバリゼーション

（g）IT革命を中心とする産業構造の変化

日本の場合は、これらに加えて、（h）1990年

以降の「失われた20年」という経済の長期停滞

も挙げなければならないだろう。

それぞれの階層研究へのインパクトは、次のよ

うなものである。まず、（a）の教育拡大は、学歴

を通じての階層移動への注目を高め、教育機会の

量的拡大がはたして階層の開放性の拡大をもたら

しているか否かという、今日まで続く問題関心を

形成した。次の（b）女性の雇用拡大は、ライフ

コースや世帯類型の多様化と複雑化をもたらして、

階層的不平等研究にさまざまな困難や新しい課題

を生じさせている。また、（c）少子高齢化、とり

わけ高齢者人口比の拡大は、それまでの階層研究

の対象が就労期の年齢層や有職者に限定されてき

た点に対して、重大な反省を迫っている。日本の

ように、今や成人人口の三分の一近くを占めるよ
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うになった高齢者の間での、あるいは長期にわた

る退職後の生活における階層的不平等問題は、今

後ますます重要になるだろう。

高齢化と関連して、（d）戦後先進諸国で整備

されていった福祉国家化は、それまでの階層研究

の視野にはなかった新しい問題群をもたらした。

福祉政策は「再分配」政策とみなされることが多

いが、たとえば年金制度は、直接的には、現役世

代から退職世代への所得移転の制度であるために、

世代間格差問題を生じさせることがある。このよ

うに、福祉制度が階層的不平等におよぼす影響は

一義的ではなく、いかなる福祉政策が階層的不平

等にいかなる影響を与えるかの研究の重要性が高

まっている。

（e）の「新自由主義」は、第一次オイルショッ

ク以降の先進国の経済的低迷のなかで起こった福

祉国家の見直しをきっかけにしている。この新自

由主義や（f）のグローバリゼーションについて

は、ややイデオロギー的な見方が先行していて、

その実態や格差現象に対する影響についての正確

な評価が軽視される傾向があることは否定できな

い。しかし、多くの国で1980年代以降かなり持

続した所得不平等の拡大がみられており、その要

因としてこれらに疑いが向けられていることは、

やむを得ないところがあるだろう。

韓国、台湾、香港、シンガポールなどの新興国

がNIESと呼ばれたのは、1983年の先進7カ国サミッ

トからだが、その後、中国の開放経済化、1989

年の東欧革命と1991年のソ連邦崩壊を通じて、

グローバリゼーションは世界を覆っていった。そ

れは同時に、（g）のIT革命を中心とする技術革新

が産業構造や消費構造を大きな変化をもたらして

いった時期でもある。マイクロソフトのWindows95

が1995年に発売され、またたくまにインターネッ

トが世界を結んでいった。

以上のような1960年代以降の社会的現実の変

化は、それまでの伝統的階層研究が予想していな

かったものである。1960年の時点で、女性や退

職高齢者にとっての階層・階級という問題の発生

とか、非正規労働者の増大や若者の失業問題の深

刻化などを見据えていた人はいない。しかし、そ

の後に起こったそうした社会的現実を反映する形

で、最近の階層的不平等研究はかつてと比べると

はるかに複雑で多様なものになっていった。

3． 新しい展開

階層的不平等の研究は、1990年代以降、それ

までとは異なる新しい展開を示してきたが、それ

は大きく次の4点にまとめられる。

第一に、研究関心の高まりと量的増大である。

先進諸国は、1960年代からの全般的で比較的

継続した経済成長、社会保障制度の拡充、高学歴

化などを背景にして、生活水準の持続的な向上が

見られ、労働組合の力は弱まり、階級闘争らしき

ものは見られなくなり、マルクス主義イデオロギー

の影響力は衰退していっていた。トゥレーヌの

「新しい社会運動」の概念が表すように、社会主

義的な運動に代わって、環境やジェンダーあるい

はエスニシティやマイノリティなどの権利拡充を

求める声が高まっていったが、階級や経済的不平

等に関わる社会運動は弱まっていった。それらに

関する学術的研究も衰微していたのである。

1990年代頃から、その趨勢が逆転する。日本

の場合でいえば、バブル崩壊以降の経済的停滞の

なか、1997年の東アジア金融危機をきっかけと

するデフレ不況が深まった時期、1998年に出版

された橘木俊詔氏の『日本の経済格差』と2000

年の佐藤俊樹氏の『不平等社会日本』が、「格差」

への関心を喚起するのに大きな役割を果たした2）。

2000年以降、「格差」の言葉をうたった出版物が

次から次へと発行された。世界レベルでは、新自

由主義、グローバリゼーション、IT産業化、ある

いは金融バブルなどを背景にした、格差拡大への

関心が高まった。
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第二は、研究テーマの拡大と細分化である。所

得分布だけをとってみても、単なる一国内の全体

的所得分布の問題だけではなく、趨勢（時代、コー

ホート、年齢）、国際比較および地域ないしグロー

バル集計、要素分析、などがあり、それにさまざ

まな「要因」が絡んでいる。伝統的階層研究にお

いても、単に職業的階層分布や階層移動の実態を

趨勢ないし比較分析するにとどまらず、時代、コー

ホート、年齢などに分解したり地位達成プロセス

を細かな諸段階に区分したりするなどの緻密な分

析が主流となってきている。そのうえ、階層と健

康格差との問題（たとえばSmith2003;Killoran

etals2006;Kawachietals2008;川上ほか 2006;

近藤編 2007）、社会関係資本と階層の問題

（PichlerandWallace2009）など、新しい研究テー

マが登場してきた。むろん、「包摂と排除」と

「貧困」への問題関心に支えられた研究の増大は

いうまでもない。

第三に、データの収集と活用におけるさまざま

な新しい展開がある。各国で階層的不平等に関わ

る個人・世帯レベルのデータの継続的収集が進み、

大量のデータをもちいた継時的分析や国際比較分

析が盛んになっていった。アメリカにおけるGSS

調査がその代表である。さらに、それらの一部は、

ルクセンブルク所得研究に代表されるような国際

的データアーカイブに集約されて、多くの研究を

生み出すことになる。家庭的背景と学力に関する

PISAも広く活用されている。

第四は、分析手法のさらなる革新である。階層

研究の分析手法は、1950年代から60年代にかけ

ての移動表分析法の発展、その後のパス解析、共

分散構造分析、あるいは1980年代からのログリ

ニア分析やロジスティック回帰分析など、社会学

分野における計量的分析法の新しい発展を主導し

てきたが、その後も、次から次へと新しい手法の

試みが展開されている。なかでも、二つを指摘で

きる。一つは、multilevel分析が普及したことで

ある。階層的不平等の研究は基本的に個人・世帯

レベルのデータを分析するが、その際、要因変数

としては、個人・世帯レベルのものだけではなく、

国、コーホート、出身階層などの集合的レベルの

要因を考察することが多い。新しく展開されつつ

ある健康の階層格差研究などにおいても、集合的

な社会関係資本の影響を考察する際にも重要であ

る。こうした異なるレベルの要因の効果を整合的

に分析する手法として、multilevel分析が広く用

いられるようになった。

もう一つが、パネル調査を用いたパネルデータ

の分析である。これは、不平等の形成メカニズム

をライフコースに沿って直接にデータから捉えた

いという関心から発している。もっとも、データ

収集の困難や脱落によるバイアスに加えて、調査

研究戦略をよほど緻密かつ理論的に構築しておか

なければ、複雑な現実に埋没しかねないという問

題もある。しかし、革新的な試みであることには

間違いない。

以上のように、階層的不平等の研究はこの20

年ほどのあいだに量的にも質的にも格段の進展を

示してきた。そのあまりの進展の激しさのため、

現在では、研究の全体像を見通すことが非常に難

しい。

そのため、本稿では、伝統的階層研究の問題関

心を色濃く継承している二つの研究テーマに絞っ

て、近年の動向を紹介する。

1． 趨勢への関心

階層移動研究は、産業化の進展とともにはたし

て階層構造は開放化されていくのかどうかという

問題関心から始まっているが、その研究方法は、

大きく、国際比較とトレンド分析とに分けること

ができる。国際比較への関心は戦後早くから始ま

り、1949年に発足した国際社会学会（ISA）のイ
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ニシァティブで、社会階層と社会移動（SSM）

に関する国際比較調査が遂行され、その成果がリ

プセットとベンディックスの共著（Lipsetand

Bendix1959）として出版された。日本のSSM調

査が始まったのは、これを契機としている。その

基本的な問題関心は、「開かれた機会の国といわ

れるアメリカと、前近代的な身分制や階級的区分

が強いとされるヨーロッパ諸国や非西欧の日本と

で、はたして階層移動の量やパターンに違いがあ

るか」という問題であった。用いられた分析手法

は非常に素朴なものではあったが、その主な結論

は、「アメリカもヨーロッパ諸国も大きな違いは

なく、日本も含めて、比較的高い移動量を示して

いる」というものであった。しかし、ここで用い

られた分析手法もデータも非常に限られたもので

あった点は否めなく、さらなる研究の必要性が感

じられていた。

その後、本格的な国際比較研究が再開されるま

でに、長い時間がかかった。ようやく1992年に

なって、ゴールドソープとエリクソンを中心とす

るCASMINプロジェクトの研究成果が現れた

（EriksonandGoldthorpe1992）。これは、1970年

代の各国の階層移動データを収集して、移動構造

に関する国際比較分析を行ったもので、そこでの

結論は、そのタイトル『ConstantFlux』が表現し

ているように、「各国間で多少の揺らぎはあるが、

移動量や移動パターンは基本的にはほぼ等しい」

というものであった。言いかえれば、体系的で特

色のある理論で説明されなければならないような、

あるいはそれに値するような移動現象の違いのパ

ターンは見つからなかったということである。

この結論は、研究者のあいだにやや不満足感を

残した。

理論というレベルでは、その時点までにいくつ

かの試みが提示されていた。まず、中核的な階層

移動研究では、LZ命題、産業化命題、そしてFJH

命題の三つが知られていた（原・盛山 1999：第

一章、参照）。LZ命題とFJH命題は、「階層移動は

国際比較においてもトレンド的にも基本的に不変

だ」と主張するものであるが、前者は構造移動も

含めた「事実移動」についてのものであるのに対

して、後者は、構造移動を除いた「相対移動ない

し循環移動」についての命題だという違いがある。

そして、事実移動に関しては、やはり産業化のス

ピードやレベルの違いによって移動量の違いが検

出されるので、今日ではLZ命題はほぼ否定され

ている。

産業化命題は、「産業化が進展するにしたがっ

て、移動量は拡大する」という命題である。これ

は、業績主義化を媒介要因として考えている。す

なわち、産業化が進展するとは、社会が近代化す

ることであり、社会の近代化とは、人びとの地位

達成メカニズムがしだいに業績主義化していって、

属性的な出身階層の拘束が減少することなので、

それによって移動が拡大していくと予測するもの

である。いわゆるメリトクラシー論3）も、「個人

のメリットという実力が地位達成を決める」と主

張するので、これに近い。

産業化命題を定式化したのは、1970年のトラ

イマンの論文（Treiman1970）だが、それ以前か

ら一部の研究者やそれ以外の人びとのあいだで漠

然と抱かれていたものである。そして、その楽観

的な想定に対する疑問も、かなり早くから提出さ

れていた。一般に、産業化が進展すると世代間の

階層移動が拡大するという命題のもとにあるのは、

図1のように、社会的地位達成のメカニズムとし

て①の世襲的な直接ルートと、②の学歴媒介ルー

トとを想定したときに、時代とともに直接ルート

が弱まって、太線で表された「学歴媒介」ルート

だけに収斂していくという予想である。

学歴媒介ルートは、地位達成が親の階層的地位

によってではなく、学歴という業績主義的な基準

で決まると考える点で、業績主義的である。しか

し、産業化命題は、学歴達成そのものが親の階層
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的地位によって規定されているかも知れないとい

う可能性を考慮にいれていない。もしも学歴達成

が親の階層的地位によって決まっているのであれ

ば、いくら学歴媒介ルートが支配的になっていっ

たとしても、出身階層と到達階層との関連が弱ま

るとは限らない。むしろ、強化されるかも知れな

いのである。

この点をついたのが、フランスの社会学者

Boudon（1974）とBourdieu（1970）である。

Boudonは、数理モデルによって、出身階層と学

歴達成との関連があれば、学歴媒介ルートだけで

も出身到達関連が維持されることを示した。ただ

し、なぜ出身階層と学歴達成との関連が維持され

るかについては議論していない。

この関連について、独自の社会学的説明を展開

したのがブルデューの文化的再生産論である。そ

の理論は、簡単にいえば、図2のように、階層的

に不平等に配分されている「文化資本」という隠

された相続資本が存在していて、学歴達成がそれ

によって規定されているということである。文化

資本は出身家庭において相続されるので、文化資

本を通じた階層的地位の再生産は永遠に続くこと

になる。

日本では、ブルデュー理論は、1980年代以降

しばらくのあいだ、狭義の階層研究の範囲を超え

て非常に多くの関心を集めたが、実証的根拠に乏

しいため、世界の階層研究ではほとんど無視され

ている。GanzeboomとLuijkx（2005）は、短く

「われわれのこれまでのデータでは、［文化資本の

ような］家庭的背景が選抜装置として作動してい

るというようなことは見いだされていない」

（p.377）とだけ言及している。

2． トレンド分析の精緻化

さて、世代間の階層移動が拡大したかそれとも

縮小したか、つまり階層構造がより開放的になっ

ていったかあるいは閉鎖的になっていったかは、

階層研究のもっとも中心的なテーマをなしている。

しかしながら、出身階層と到達階層との関連デー

タを継時的に収集してこのテーマを探求した研究
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は、案外と少ない。イギリスの社会学者Crompton

（2008）は、階層的不平等に関する教科書的な書

物の中で階層移動の閉鎖性が高まったことは当然

の事実だという書き方をしているが、そこで参照

されているイギリスについての実証研究はそれほ

ど信頼性の高いものではない。

他方、BreenとLuijkx（2005）は、ヨーロッパ

の11カ国の1970年から2000年にかけての移動デー

タを分析し、流動性は増加している国が多く、そ

うでない場合（イギリスを含む）でも安定してい

るだけで、減少傾向を示しているところはないと

報告している。

階層移動のトレンドについては、日本のSSM

調査研究がかなり詳しい分析を展開している。

1955年から1995年までの5時点のデータを用いた

従来の分析では、基本的に、相対的移動率は趨勢

的に安定しているという結果がえられていた（原・

盛山 1999；石田 2000）。2005年のデータを加え

た最近の研究では、分析手法に若干の進展がある。

従来の移動表分析では、異なる調査時点で観測

された移動表のあいだでの異同が分析されてきた。

ある時点の移動表データは、図3でいえば、たと

えばT3という時点の調査で得られたデータを意

味している。しかし、ある時点の移動表には、出

生コーホート、移動の起こった時代、到達階層が

測定された年齢という3つの要因において異なる

諸個人が含められている。また、それと同時に、

異なる時点の移動表でも、出生コーホートや移動

の起こった時代に関して同等なサンプルが多く共

通に含まれている。「階層構造の開放性の時代的

変化」という問題関心にとって、関心の焦点は、

調査の時点ではなく、出生コーホートかもしくは

移動の時代である。そのため、2005年のデータ

を加えた最近の研究では、こうした要因を識別す

る分析が主流となってきている。

通常の移動表についての1955年から2005年に

かけての6時点、50年間の趨勢分析では、三輪・

石田（2008、2011）によって、相対移動率は全

体としてもあるいはそれぞれの個別階層に関して

も安定的で、場合によっては一時的で小さな変化

が見られるものの、趨勢なき変動（trendless

fluctuation）だと結論づけられている。つまり、

産業化によって開放性が増大していくという傾向

も見いだされないし、逆に、1980年代以降の新

自由主義やグローバリゼーションによって閉鎖化

が進んだという証拠もない、ということである。

石田（2010）は、出身階層から初職への移動

と初職から40歳時職（＝40歳時到達階層）への
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移動に関して、上層ホワイトカラー層と非熟練ブ

ルーカラー層に焦点をおいて、それぞれの階層の

開放性・閉鎖性の移動年度間の違いを分析してい

る。これは、図3でいえば、コーホート1のT1か

らT3への移動と、コーホート2のT2からT4への移

動とを比較するものである。それによると、初職

への移動に関しては、上層ホワイトカラー層は移

動年度間で差はみられないし、非熟練ブルーカラー

層も、他の要因をコントロールすれば、有意な差

はみられない。しかし、初職から40歳時への移

動に関しては、上層ホワイトカラー層も非熟練ブ

ルーカラー層も、1996年から2005年にかけての

移動の閉鎖性がそれ以前よりも有意に拡大してい

る。

また三輪（2010）は、移動時期ではなく、出

生コーホートの違いについて、出身階層から40

歳時までの移動を、30歳時までとそれ以降の移

動とに分けながら分析している。それによると、

上層ホワイトカラー層の閉鎖性に関しては、出生

コーホートが若くなるにしたがってむしろ縮小す

る傾向がみられる。しかし、自営層に関しては、

次第に閉鎖性が拡大している。また、中小ブルー

カラー層は、一番若い1956～65年出生コーホー

トで閉鎖性が拡大している。

この二つの分析は、上層ホワイトカラー層に関

しては、対立する結果となっている。石田の分析

は、移動の閉鎖性が拡大していることを示してお

り、三輪の分析は、その逆である。しかし、三輪

の分析をよく見ると、30歳から40歳時への移動

に関しては、1956～65年出生コーホートがそれ

以前のコーホートよりも有意に閉鎖性を増してい

る。このコーホートの30歳から40歳にかけての

移動は、1996年から2005年にかけての移動であ

る。したがって、石田と三輪に共通する結論とし

て、上層ホワイトカラー層の閉鎖性は、1996年か

ら2005年の間に40歳になるコーホートの40歳時

階層への移動に関して、それ以前のコーホートと

比べて、出身階層との関連性の強まりがみられる

ということが分かる。ただし、これが趨勢的なも

のか、それとも一時的なものかについては、今後

の研究を待たなければならないだろう。

1． 持続する不平等？

すでにみたように、最近の階層移動研究は、か

つての移動表分析から、移動のプロセスに注目し

た分析に焦点が移ってきている。とりわけ、学歴

達成に関する研究でその傾向が強い。

学歴達成に関する出身階層間の格差についての、

時系列的でかつ国際比較的な研究の重要な出発点

は、ShavitとBlossfeldの編集した『Persistent

Inequality:Changing EduationalAttainmentin

ThirteenCountries』（1993）にある。ここでの基

本的な問題関心は、はたして一般的な教育機会の

拡大は教育機会の階層格差の縮小をももたらした

かどうか、である。日本を含めた13カ国につい

て、概ね、20世紀の初めから1960年前後までの

約50年にまたがる出生コーホートを通じての変

化が分析されており、その総括的な論文のなかで、

BlossfeldとShavitは、学歴達成に対する父学歴と

父職業の影響のトレンドを概略的に示して、次の

ように述べている。

多くの国において、教育の拡大は社会経済的階

層のあいだでの教育機会のより多くの平等をも

たらしたわけではなかったということである。

スウェーデンとオランダを除いて、出身階層と

教育達成との関連における一貫した低下は見ら

れなかった（BlossfeldandShavit1993:p.15）。

ここで論者たちは、格差の縮小傾向よりも不変

傾向を強調しているが、彼らの論文に示されてい

るデータからは、むしろどちらかといえば格差縮
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小傾向の方を強調することもできる。実際、Breen

たちは、ヨーロッパの8カ国について、教育達成

の階層的不平等はおおむね低下傾向を示している

としている（Breenetals2009）。最新の日本の

研究も若干の格差漸減傾向を報告している（近藤・

古田 2011）。

教育機会の階層格差が持続するなかで緩やかな

縮小がみられるという点に着目して、その理論的

説明を試みたのが、HoutらのMMI（Maximally

MaintainedInequality）仮説である（Rafterryand

Hout1993）。この仮説は、Houtが日本の『理論

と方法』に寄稿した論文から引用すれば、次のよ

うになる。

上層階層の子弟が先に上位の学歴を埋めていく

段階の教育システムのもとでは、下および中の

階層の子弟に対する教育の障壁は高くなる。

［したがって］まだ志望の満たされない上位階

級の子弟が存在する限り、階級障壁が存続する。

［しかし］そうした教育レベルへの特権階級の

需要が満たされれば、階級障壁は低下し、中階

級の子弟は教育機会をより享受し始めるように

なる。中等教育の大幅な拡大によって、多くの

下層および労働者階級の子弟に対してさえも教

育機会が開かれてくる（Hout2005:p.238）。

Houtは、この論文ではさらにLucas（2001）の

EMI（EffectivelyMaintainedInequality）仮説を

紹介している。EMI仮説とは、上位階級の飽和が

起こる前に機会の平等化が見いだされるという事

実に照らして、MMI仮説を修正するもので、「完

全な飽和が起こる前に、教育と居住の階層的・人

種的分離のために、一部の地域では飽和が起こり、

それによって、中位階級にとっての教育機会の拡

大がいち早く起こる」というものである。

Houtは、MMI/EMI仮説が、階級障壁の長期的

な存続と、機会格差の短期的な増減の存在とをう

まく説明すると主張している。具体的には、

ISSP（InternationalSocialSurveyProgramme）に

収集された25カ国のデータを分析して、各国に

共通のコーホート効果が小さくマイナスであるこ

と（新しいコーホートほど、階層格差がやや小さ

くなる）、労働市場における中等教育保持者比率

が高いほど、階層格差が小さくなることを示して

いる（Hout2005:table1）。

2． 相対的リスク回避仮説

他方、BreenとGoldthorpe（1997）は、教育達

成に関する合理的選択モデルを構築して、同じテー

マに取り組んだ。（ほかに、Goldthorpe2007b;

2007c。）この研究については、日本でもすでにい

くつか紹介があるが（太郎丸 2007;浜田 2009）、

簡単に説明しておこう。

このモデルの特徴は、Mare（1980;1981）によっ

て始められた教育レベルの階梯を登っていく

「transition階梯移動」の過程を、行為者の合理的

選択として取り入れたことである。広い意味で

「進路選択のモデル」と言っていい。行為者は、

二段階の進路選択にさらされている。これは、中

等教育へ進学するか否かと、さらに高等教育に進

学するか否かとに対応している。出身階層は労働

者とサービス階層の二つ、到達階層にはそれに下

層階級が加わる。どの段階で教育を終えるかによっ

て到達階層への到達確率は異なるが、その確率は

出身階層による違いはなく、純粋に教育レベルだ

けで決まる。他方、どの段階で教育を終えるか、

そして進学する場合に、アカデミック・コースに

進学するかそれとも職業コースに進学するかとい

う「選択のしかた」が、出身階層によって異なる。

むろん、進学に関する選択は、一般に、学力と家

庭の経済的資源とに規定されている。そして、学

力も経済的資源も、出身階層と大きく関連してい

る。Breen-Goldthorpeモデルの特徴は、ここで学

力や経済的資源からは独立な、「出身階層による
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選好の違い」を要因として立てたことである。

すなわち、サービス階層の子弟はできるだけサー

ビス階層に到達しようとするし、労働者階層の子

弟は下層階級に落ちることをできるだけ避けよう

とする。これはともに、「出身階層よりも下位の

階層に落ちることを避けようとする」という選好

である。「相対的リスク回避説」と呼ばれる。

当初、このモデルは、教育機会の全般的な拡大

とともに教育達成の出身階層間格差がゆるやかな

減少傾向を見せていることを説明するために立て

られたが、その後は、むしろ単一のコーホート内

での教育達成の出身階層間格差を説明するために

用いられている。実証的には、学力と家庭の経済

的資源、さらには親の学歴などをコントロールし

た上でもなおかつ出身階層によって進路選択に違

いが存在していることをもって、モデルが検証さ

れ、相対的リスク回避説が妥当していると判断さ

れている（BreenandYaish2005;太郎丸 2007）。

1． 大きな物語の消失

今日、MMI/EMI仮説や相対的リスク回避説に

関する実証的な調査研究が盛んに遂行されている。

これらの説の妥当性についてはまだ検討の余地が

あるけれども、教育機会のマクロな趨勢を理解す

る上で、それまでになかった新しい視点を定立し

たことは間違いない。また、移動の研究がその詳

細なプロセスを明らかにしようとしているのも意

義深い。

しかし、こうした階層移動研究の動向には、何

かものたりないものがあるのも事実である。

明らかにいえることは、かつてのような「大き

な物語」が欠けていることである。もともと、階

層移動研究は、一方ではマルクス主義やフロンティ

ア消滅論に代表されるような「階級の固定化」論

ないし「機会の閉鎖化」論からの問題提起を受け

止めながら、他方では、産業化論に代表される

「機会の拡大論」や近代社会の理念を背景にした

「規範的望ましさとしての機会の平等化」という

理念に支えられて展開されてきた。階層移動を研

究するということは、そうした大きな社会理論と

対峙することであった。

実証的な研究の蓄積は、ある意味皮肉なことに、

そうした理論的背景を自ら解体することになって

しまった。世代間移動の趨勢分析も、教育機会格

差の趨勢分析も、基本的に、「階層間の機会格差

の趨勢は安定的である」という結論に至っている。

すなわち、物語を作り出すような「時代的な変化」

は見いだせないのである。これはこれで大きな成

果ではあるのだが、研究の意義づけという点では

マイナスに作用している。

移動研究が全般的に分析手法の精緻化や高度化

に向かいつつあること、移動プロセスを詳細に段

階分けして、諸要因を細かく識別することを主眼

としつつあることは、そうした理論的問題状況と

密接に関連している。

2． 制度の効果と経済情勢・人口動態の影響

これまで、階層移動研究は、階層移動という現

象をいわば「自然現象」であるかのように捉えて

きた。資本主義の発展、産業化の進展、あるいは

社会の近代化というような大きな単一の要因によっ

て、階層移動の構造が規定されるという見通しを

抱いていたのである。今日、そうした見方はもは

や事実的にもあてはまらないし、一般的な社会学

的な理論水準からしても適合しない。移動を含め

た階層現象は、非常に大きな度合いにおいて、む

しろ制度や政策によって左右される。

このことの明白な証拠を二つあげる。一つは、

教育機会である。戦後の多くの先進社会では中等

教育および高等教育の大幅な機会拡大がみられた

が、それは政策の結果である（潮木 2010）。も

う一つは、日本の高齢者の間での所得平等度の変
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化である。さまざまな統計が、高齢者とくに70

歳以上の人びとの間での所得分布がかつてよりも

平等化してきたことを示しているが、この背景に

あると考えられるのは年金制度の影響である。無

所得者の割合が減り、中程度の年金所得者が増え

てきたことによって、高齢者層のあいだでのいわ

ば中流階層が形成されてきたのである。

かつての大きな物語というのは、階層的不平等

の構造が人為を超えたメカニズムで形成されると

いう想定のもと、そうしたメカニズムを探求する

ことが研究関心を構成していた。しかし、そうし

たメカニズムは存在しない。むしろ、階層的不平

等は人為に左右されるのである。

同じことは、経済情勢や人口動態についても言

える。おおざっぱに新自由主義とかグローバリゼー

ションとかで片付けられることが多いけれども、

製造業従事者の増大と減少、経済の成長と長期的

低迷、自営業の拡大と衰退、など、より具体的な

経済動向が階層的不平等に影響するのである。さ

らに、世帯構成の変化や人口の年齢分布、あるい

はそれぞれの世代の経済情勢上の運不運の影響も

大きい。

現実の研究は、すでにさまざまな形でそうした影

響の分析に乗り出している。たとえば、福祉国家の

諸タイプと不平等との関係への研究（Birkelund

2006;Palme2006）、経済システムのタイプと所

得不平等およびその変化（Breen,Garcia-Pen~alosa,

andOrgiazzi2008）、地域における企業活動と所

得不平等（So/rensenandSorenson2007）、職業分

布の変化と全体的所得不平等 （Mouw and

Kalleberg2010）、女性の高学歴化と世帯タイプ

変化の所得分布への影響（BreenandSalazar

2010）、 教育制度と階層的不平等との関係

（AndersenandWerfhorst2010;BoliverandSwift

2011）などがある。

こうした方向での探求は、階層的不平等に対し

て、何がどの程度制御可能であるかについての知

見にも道を開くだろう。もはや、階層的不平等は、

時代の趨勢に規定されたり、何かえたいの知れな

い隠れた巨大なメカニズムによって形成されるも

のと考えるのは不適切だろう。大きな物語は消え

てしまったかも知れないが、その代わりに、制度

や政策とのより密接な関連のもとでの研究が展開

されていくことになると期待される。

注

1） Goldthorpe（2007a）は，依然として階級分析の有

効性を主張している．

2） この二著とも，そこで主張された「格差の拡大」

そのものについては，その後の検証的研究で，大

きな疑義が出されている．たとえば，大竹（2005），

石田・三輪（2011b）．

3） 日本では，竹内（1995）によって，単に「学歴主

義」という意味でメリトクラシーという言葉が使

われるようになったが，本来の意味とは異なる．
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